
 

地元企業の事業継続が使

命 

経営改善計画の

策定を支援 

 鹿児島県全域を営業エリアとする鹿児

島相互信用金庫(本部・鹿児島市)は、金融

機関の立場で国の「早期経営改善計画策

定支援（ポスコロ事業）（※１）」に取り組

んでいます。「鹿児島の産業を我々が支

える」との熱意で取引先の事業再生に取

り組む企業サポート部の青木真部長に聞

きました。 

（※１） 中小企業による経営改善計画の早期策定を促

す制度で、費用の3分の2を国が補助(上限額あり)す

る。国の認定支援機関が担うこととなっていたが、

2024年2月から、民間金融機関も可能に。詳細は

https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/saisei/04.html 

取引先の事業再生に取り組む青木部長 

 

時代の激流へ対応 

 私たち信用金庫は企業の創業から廃業ま

で、まさに「ゆりかごから墓場」まで、お

客さまと共にあり、リスクを取りつつ地域

の中小零細企業をサポートしています。 

 鹿児島県は畜産や漁業など第一次産業が

盛んですが、飼料価格の高騰や海水温上昇

の影響による養殖魚の成長の遅れなど、事

業環境は厳しさを増しています。コロナ禍

で落ち込んだインバウンドの回復は途上

で、宿泊需要も大きくは伸びていません。 

鹿児島相互信用金庫 

https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/saisei/04.html


 事業者を取り巻く経営環境の変化は速

く、コロナ禍前の経営スタイルでは追いつ

けなくなっています。そうした中、ポスコ

ロ事業は、各事業者に取組を促す良いきっ

かけにもなることから、当金庫では2024年4

月から取引先に積極的に紹介してきまし

た。 

 
 

取組を促す契機に 

 当金庫がメインの金融機関であり、コロ

ナ禍での「民間ゼロゼロ融資」の保証債務

残高が2,000万円以下であるなど要件を満た

す約400の対象先に説明し、2024年9月末時

点で８件を受け付けています。 

 事業者の中には新たな経営計画を作れな

いだけでなく、計画そのものがないところ

もあり、我々が策定を主導するケースも少

なくありません。売り上げ重視の経営者も

いる中で、「融資の返済にはこの金額が必

要」「売上高ではなく『利益』がこれだけ

なければ足りない」と逆算方式で伝えるこ

とは、経営ノウハウを改めて意識してもら

うのに良い機会ともとらえています。 

 

 

要件に合わなくても 

 一方、保証債務残高が2,000万円を超える

などポスコロ事業の要件には合わないもの

の、経営改善が必要な取引先もあります。

当金庫では独自に、こうした取引先へ同様

の経営改善計画の策定を支援する体制を

2024年4月に整えました。 

 対象となる事業者約600件のうち半数の約

300件を、本部と営業店でサポートしていま

す。計画をまとめた後も約3年間、毎月のモ

ニタリングなど伴走支援を行います。鹿児

島県中小企業活性化協議会（以下、協議

会）や税理士、日本政策金融公庫などの関



係機関とも密接に連携して、一貫したサポ

ートを提供できる体制をとっています。 

 

「こんな日が来るとは」 

 近年の印象的な事例は、経営危機にあっ

た製造業がV字回復を遂げたことです。同社

は、当信金がメイン金融機関として半世紀

以上、関わってきました。しかし、業界の

苦境や取引先の不渡りで過剰債務の状況が

続き、数年前、一緒に抜本的な再生に着手

しました。 

 社長が一人で危機感を抱え込み、思い悩

んでいましたが、当部の職員が従業員と個

別面談を進めるうち、一人ひとりが会社の

置かれた状況を理解し、「自分たちにでき

ることはないか」という意識を持つように

なっていきました。 

 経理担当者が受注案件別の収支を出し、

社長が従業員に経営状況を説明するように

もなり、全社的に原価への意識が向上しま

した。手元資金を確保するために続けてい

た赤字受注を改め、高い技術力に見合う価

格で相手先と契約するようにし、安定した

利益を得られる体質に変わりました。 

 債務超過の解消が見込まれるなど財務面

の改善が評価され、日本政策金融公庫の新

たな支援で、今後の設備更新に備えができ

るようになりました。社長は「こんな日が

来るとは」と喜んでいます。 

 

ケースに応じて協議会へ 

このほか、改善の見込みはあるものの単

独支援では解決が難しく、早期の計画策定

が必要なケースなどは、協議会と連携する

ようにしています。 

 ある宿泊業の会社は、主力だった宴会・

婚礼事業が振るわずに収益力が低下してお

り、協議会を紹介しました。その支援で、

税理士法人とも連携し、調査・分析を経

て、元金返済猶予と宿泊事業の立て直しを

盛り込んだ計画が策定されました。国の事

業として運営されている協議会が関わるこ

とで、金融機関との調整がスムーズに進み

ます。 

 協議会は、金融機関の間の調整や、様々

な専門家による支援などにメリットを感じ

ます。企業にとっては、専門家への支払い



などの一部を負担してもらえることも長所

だと思います。 

 また、当金庫では、経営支援に携わる人

材の育成も進めていきたいと考えており、

協議会との案件に若手職員を同席させるこ

ともあります。普段は接点がない税理士や

弁護士など、専門家の考えに触れて、今後

に生かせる経験ができます。 

 地元企業の事業継続は、当金庫の使命で

す。一次産業の担い手は「生産者」である

面が強く、経営ノウハウが乏しいケースも

あり、鹿児島ブランドの発信にも共に取り

組みながら、今後も鹿児島の発展に貢献し

ていきます。 

鹿児島相互信用金庫の本部 

企業サポート部 部長 青木 真氏 

〈鹿児島相互信用金庫〉 

1931年創立。県内を中心に58店(出張所・代理店含む)

を展開。2024年3月策定の新中期経営計画の基本テーマ

は「課題解決で地域社会の繁栄にチャレンジ」。コロ

ナ禍の2020～23年は「アフターコロナ支援部」を設

け、取引先の補助金申請などをサポートしている。本

部・鹿児島市与次郎1-6-30。 

https://www.shinkin.co.jp/kasosin/ 

https://www.shinkin.co.jp/kasosin/
https://www.shinkin.co.jp/kasosin/

